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商事法における会計基準の受容（１３）―アメリカ（２）憲法・行政法上の問題（弥永）
１　立法権委任禁止の法理と私的会計基準設定主体
（１）立法権の委任禁止法理
　アメリカ合衆国憲法１条１項は、「この憲法によって与えられる立法権は、すべ
て合衆国連邦議会に付与される。連邦議会は、上院及び下院によって構成される。」
と定め、同条８項は、「州際間の通商…を規制すること」（３号）を連邦議会の権限
の１つとして定め、かつ、同条第１号から第１７号に定める「諸権限及びこの憲法に
よって合衆国政府またはその部局（Department）もしくは上級公務員（Oficer）に
付与されたすべての他の権限を実施するのに必要かつ適切な（proper）法律を制定
すること」（第１８号）も連邦議会の権限としている１。この１条８項１８号における
「適切な」であるという文言は、すべての立法権は連邦議会に付与され、他のいか
なる主体にも付与されない旨を定める１条１項を含む、憲法中の他の規定に連邦議
会が従うことを要求していると、連邦最高裁判所は解釈している（McCuloch v. 
Maryland, １７ U.S. ３１６（１８１９））。
　そして、合衆国憲法１条１項及び三権分立を背景として、アメリカでは、判例法
上、立法権の委任禁止法理（non-delegation doctrine） ２が発展させられてきた。そし
て、合衆国憲法によって定められた統治システムの完全性と維持ゆえに、連邦議会
がその立法権を、通常（generaly）、他の機関（Branch）に委任することはできな
いと解されてきた（Field v. Clark, １４３ U.S. ６４９, ６９２, １２ S. Ct. ４９５, ５０４（１８９２））。
もっとも、権力分立、とりわけ、立法権の委任禁止法理は、連邦議会が諸機関
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１ なお、法の下の平等を定める第１４修正条項の第５項は、「連邦議会は、適当な（appropri-
ate）法律によって本条の諸規定を執行する権限を有する。」と定めている。
２ 人々の立法権能が立法府に移されたものである以上、「立法府の権能は、……法律を作る
ことであって、立法者を作ることではない。立法府は、法律を作るというその権限を、他
者の手に移すという権能を持ち得ないのである。」（Locke［１６８９］section １４１）。
（coordinate Branches）の助けを受けることを禁止するものではなく、たとえば、
J.W. Hampton, Jr., & Company v. United States事件判決３における法廷意見（Taft判
事執筆）は、議会が「他の諸機関からどのような助力を得ることができるかを決定
するにあたって、その助力の範囲と性格は常識と政府における協調の本質的必要性
に従って定められなければならない」と指摘し（２７６ U.S., at ４０６, ４８ S. Ct., at 
３５１（１９２８））、連邦議会が、委任された権限を行使することを「認められた者また
は団体が従うことが求められる明瞭な（inteligible）原則を法律に定める」限り、
「そのような立法は、禁止されている立法権の委任にはあたらない」と判示してい
る（２７６ U.S., at ４０９, ４８ S. Ct., at ３５２） ４。
　抽象的には、議会が立法作用の一部を行政機関に委任することは、議会以外に立
法者を創設する程度に至らない限り許容されると解され、多くの裁判例が積み上
がっているが（See Strauss, Rakof, Schotland and Farina［１９９５］pp.８２-１０２）、有効
な判断基準が必ずしも形成されてきたわけではなく（Schoenbrod［１９８５］pp.１２２９-
１２４６）、立法権の委任禁止の法理に基づいて、連邦最高裁が、法律中の委任規定を
違憲と判断した事例は少ない５。すなわち、１９３５年に至るまで、最高裁判所は、立
法権の委任禁止にふれるとの判断を下すことはなかった（See Synar v. United 
States, ６２６ F. Supp. １３７４, １３８３（DC） ,af ’ dsub nom. Bowsher v. Synar, ４７８ U.S. 
７１４（１９８６））。たしかに、１９３５年になって、過剰な委任がなされているとして、２
つの制定法を無効としたが（A.L.A. Schechter Poultry Corporation v. United States, 
２９５ U.S. ４９５, ５５ S. Ct. ８３７, ７９ L. Ed. １５７０（１９３５） ６ ; Panama Refining Company 
v. Ryan, ２９３ U.S. ３８８, ５５ S. Ct. ２４１, ７９ L. Ed. ４４６（１９３５） ７）、その後は、一貫し
３０
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３ ２７６ U.S. ３９４, ４８ S. Ct. ３４８（１９２８）.
４ このような立場は、たとえば連邦量刑ガイドラインの合憲性を認めたMistreta v. United 
States, ４８８ U.S. ３６１, at ３７２（１９８９）においても踏襲されている。
５ 裁判例の動向を分析した邦語文献としては、たとえば、やや古いが深く掘り下げたもの
として水野［１９６０］が、比較的最近の裁判例まで網羅したものとして駒村［１９９４a］
［１９９４b］などがある。
６ 産業団体が提案する公正競争規約を承認する権限を大統領に付与する全国産業復興法
（National Industrial Recovery Act of １９３３, ４８ Stat. １９５）の３条 （a）は、制約のない（unfet-
tered）裁量権を付与するものであり、許容されない立法権の委任であるとした。そして、
産業団体が公正競争規約を提案することについても、「そのような立法権の委任は、われわ
れの法にとって未知のものであり、連邦議会の特権と義務を定めた憲法に反するものであ
る」と判示した（２９５ U.S., at ５３７）。See also ２９５ U.S., at ５２１-５２５, ５５ S. Ct., at ８３９-８４１.
７ 全国産業復興法９条（c）項は、違法な石油の州際通商を禁止する権限を大統領に付与し
ていたが、権限行使のための指針を何ら示していなかったことから、広範にすぎる立法権
の委任がなされたものであり、無効であると判示した（２９３ U.S. ３８８, at ４３０）。
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て、幅広い基準の下で、議会は委任する権限を有するものと８判示してきた９。す
なわち、Schechter Poultry事件判決の先例性は認められてこなかったようにもみえ
るし、伝統的な委任禁止法理（standard nondelegation doctrine） １０及びCarter Coal事
件判決１１において言明された法理は、連邦裁判所においては、せいぜい、法的僻地
（legal backwaters）にすぎないと評されていた（Schoenbrod［１９９３］pp.２５-４６） １２。
　もっとも、Rehnquist判事は、American Petroleum Institute事件判決において、（大
統領または行政庁に対する）立法権委任禁止法理は、受任行政庁の裁量を統制する
こと、裁判所に有用な審査基準を提供すること、及び、国民に対して民主的責任を
負った連邦議会が政策決定を行うことを徹底させることという３つの点にその根拠
を有するとし１３、Scalia判事も繰り返し、立法権委任禁止法理の重要性を強調して
いた１４。
３１
８ e.g. National Broadcasting Company v. United States, ３１９ U.S. １９０, ２２５-２２６（１９４３） ;FPC 
v. Hope Natural Gas Company, ３２０ U.S. ５９１, ６００（１９４４） ;Yakus v. United States, ３２１ U.S. 
４１４, ４２６（１９４４） ;American Power & Light Company v. SEC, ３２９ U.S., ９０, １０５（１９４６） ;
Lichter v. United States, ３３４ U.S. ７４２, ７８５-７８６（１９４８） ;Amalgamated Meat Cuters v. Con-
naly, ３３７ F. Supp. ７３７, ７４７（D.D.C. １９７１） .
９ なお、連邦最高裁判所の判断枠組みは有効ではないとして、憲法に違反する委任である
か否かの判定基準として、たとえば、Schoenbrodは、議会が民主的意思決定の集約の場と
して設定されていることに注目して、法律の中にその解釈にあたって参照すべき価値判断
が示されていることを提唱していた（Schoenbrod［１９８５］pp.１２５２-１２６０）。
１０ See e.g. Sunstein［１９９９］p.３３１, Posner and Vermeule［２００３］p.１３３１.
１１ Carter v. Carter Coal Company, ２９８ U.S. ２３８（１９３６） .
１２ 立法権委任禁止法理は死んだとしばしば指摘されてきた（e.g. Ely［１９８０］pp.１３２-１３３, 
Liebmann［１９７５］p.７１６）。また、たとえば、Marshal判事は、立法権委任禁止法理は、実務上
放棄されたと評した（Federal Power Commission v. New England Power Company, ４１５ U.S. 
３４５, ３５２-３５３（１９７４）（Marshal, J., concuring））。もっとも、Mistreta事件判決以降、たとえ
ば、Skinner v. Mid-American Pipeline Company, ４９０ U.S. ２１２, １０９ S. Ct. １７２６（１９８９） ;
Touby v. United States, ５００ U.S. １６０, １１１ S. Ct. １７５２（１９９１）; MCI Telecommunications 
Corporation v. AT&T Company, ５１２ U.S. ２１８, １１４ S. Ct. ２２２３（１９９４） ;AT&T Corporation 
et al. v. Iowa Utilities Board et al., ５２５ U.S. ３６６, １１９ S. Ct. ７２１（１９９９） ;FDA v. Brown & 
Wiliamson Tobacco Corporation, ５２９ U.S. １２０, １２０ S. Ct. １２９１（２０００）などにおいて、立
法権委任禁止法理への言及がなされている。
１３ Industrial Union Department AFL-CIO v. American Petroleum Institute et al., ４４８ U.S. 
６０７, ６８６-８７（１９８０）（Rehnquist, J., concuring） .See also Edwards［１９８５］pp.７６７-７７８.
１４ Peretz v. United States, ５０１ U.S. ９２３, ９５６（１９９１）（Scalia, J., dissenting） .また、Mistreta 
v. United States, ４８８ U.S. ３６１, ４１５（１９８９）（Scalia, J., dissenting）においては、民主的な統
治にとって、立法権委任禁止法理ほど不可欠な原理は他にはないと述べ、連邦控訴裁判所
の判事であったときには、Synar v. United States, ６２６ F.Supp. １３７４（D.D.C. １９８６）の法廷
意見において、立法権委任禁止法理は瀕死の状況にあるが、司法部によって公式に埋葬さ
れたわけではないと指摘していた。See also Scalia［１９８０］pp.２５ and ２８.
　また、American Trucking Associations事件判決１５は、環境保護庁（EPA）による大
気清浄法（Clean Air Act of １９６３, ７７ Stat. ３９２）１０８条及び１０９条の解釈は、立法権
委任禁止の法理に反するとし１６、環境保護庁に対して、明確な基準の定立と再解釈
を命じた。すなわち、当該事件においては、立法権委任禁止の法理を柔軟に解釈す
べき特別な理由、たとえば、大統領の戦時権限に関連する委任であることや受任庁
が主権的属性（sovereign atributes）を有していることは認められないと指摘した
（at １０３７）。また、州の裁判所においては、立法権委任禁止の法理は意義を有し
（See e.g. Froomkin［２０００］p.１５５）、とりわけ、テキサス州においては重要な裁判例
が積み上がっている１７。
　なお、連邦最高裁判所は、「明瞭な原則」の解釈に関しては、「かりに、議会が一
般的な方針、これを適用する公的機関（public agency）及びこの委任される権限を
明確に線引きすれば、憲法上十分である」と解してきた（American Power and 
Light Company v. SEC, ３２９ U.S. ９０, １０５（１９４６）） １８。
（２）私人に対する立法権限の委任の禁止
　立法権の委任禁止法理は、公権力は、公式に、かつ、できる限り、選挙によって
選ばれた公職者に対して、そして究極的には選挙民に対して、現実に責任を負う
（accountable）形で行使されることを確保しようとするものであるが１９、大統領ある
いは執行府（executive）への立法権の委任禁止法理（public nondelegation doctrine）
と私人に対する立法権の委任禁止法理（private nondelegation doctrine）とに分けて
分析することができる２０。前者が主として権力分立との抵触に注目するのに対し、
３２
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１５ １７５ F.３d l０２７（D.C. Cir.１９９９） ,modified in part and rehearing en banc denied, １９５ F.３d 
４（D.C. Cir. １９９９） ,cert. granted sub nom. Browner v. American Trucking Associations, Inc., 
１２０ S. Ct. ２００３（２０００） ,and cert. granted sub nom. Trucking Associations, Inc. v. Browner, 
１２０ S. Ct. ２１９３（２０００） .
１６ See e.g. Bressman［２０００］pp.１３３９-１４０２.
１７ Texas Bol Weevil Eradication Foundation, Inc. v. Lewelen, ９５２ S.W. ２d ４５４（Tex.１９９７） ;
FM Properties Operating Company v. City of Austin, ２２ S.W.３d ８６８（Tex. ２０００） ;Proctor v. 
Andrews, ９７２ S.W. ２d ７２９（Tex. １９９８）など。
１８ たとえば、Mistreta v. United States, ４８８ U.S. ３６１, at ３７２-３７３においても支持されている。
１９ See United States v. Robel, ３８９ U.S. ２５８, ２７８（１９６７）（Brennan, J., concuring） ;Arizona 
v. California, ３７３ U.S. ５４６, ６２６（Harlan, J., dissenting in part） ;National Association of 
Regulatory Utility Commissioners v. FCC, ７３７ F. ２d １０９５, １１４３ n.４１（D.C. Cir. １９８４） .See 
also Perit［１９９９］pp.８９６-８９７, Schoenbrod［１９８５］p.１２２４.
２０ このように、立法権の委任禁止法理を分けた分析については、たとえば、Froomkin
［２０００］参照。See also Krent［２０１１］and Bressman［２０００］pp.１４２７-１４３１.
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後者は恣意性のおそれ、デュー・プロセスの欠如、適切な行政手続きに服さずに公
権力を用いる場合の利益相反（self-dealing） ２１に注目するものである２２。
　もっとも、連邦最高裁判所は、私人に対する権限の委任を規律する原則につい
て、十分な法理を示すことには成功していないと指摘されている（See Davis
［１９５８］§ ２.１４（at １３８）） ２３。すなわち、最高裁判所は、区別する説得的な根拠を示
すことなく、私人に対する権限の委譲のうち、あるものは合憲であるとしつつ２４、
他のものを違憲であるとしてきた２５と評価されている。たとえば、私人に対する立
法権限の委任の禁止は、許可申請の諾否や規制の有無を近隣住民の同意に委ねる州
法につき、州議会がなんら判断基準を定めることなく、そうした権限を近隣住民に
与えることは、合衆国憲法第１４修正違反であるとした一連の連邦最高裁判決が存在
した（たとえば、Eubank事件判決、Seatle Title Trust Company事件判決） ２６。もっ
とも、完全に禁止できるような活動について、近隣住民の賛成があればこれを認め
るという制度であれば違憲ではないとする裁判例も存在している２７。
　また、立法権を私人に対して委任した制定法の内容が実体的な適正性を欠くもの
であるのか否かが争点とされたCarter Coal事件２８において、連邦最高裁判所は、石
３３
２１ See e.g. Siera Club v. Sigler, ６９５ F. ２d ９５７, ９６２ n.３（５th Cir. １９８３）．
２２ Texas Bol Weevil Eradication Foundation, Inc. v. Lewelen, ９５２ S.W. ２d ４５４, ４６９（Tex. 
１９９７） .See e.g. Froomkin［２０００］p.１４６.
２３ もっとも、学説においては、私人に対する立法権の委任が認められるための適切な基準
を示すことが試みられてきた（McBain［１９２１］，Jafe［１９３７］，Hale［１９３９］，Wirtz［１９５３］ ,
Note［１９５４］ ,Liebmann［１９７５］など）。See also Linde and Bunn［１９７６］pp. ５６４-８６.
２４ Parker v. Brown, ３１７ U.S. ３４１（１９４３） ;Sunshine Anthracite Coal Company v. Adkins, ３１０ 
U.S. ３８１（１９４０） ;United States v. Rock Royal Co-operative, Inc., ３０８ U.S. ５３３（１９３９） ;Cur-
rin v. Walace, ３０６ U.S. １（１９３９） ;Thomas Cusack Company v. Chicago, ２４２ U.S. ５２６
（１９１７） ;St. Louis, Iron Mountain & Southern Railway Company v. Taylor, ２１０ U.S. ２８１
（１９０８） ;Jackson v. Roby, １０９ U.S. ４４０（１８８３） .See United States v. Mazurie, ４１９ U.S. ５４４
（１９７５） .
２５ Carter v. Carter Coal Company, ２９８ U.S. ２３８（１９３６） ;Washington ex rel. Seatle Title Trust 
Company v. Roberge, ２７８ U.S. １１６, １２０-１２２（１９２８）（孤児院・養老院の設置について、近隣住
民の同意を義務づける州法は違憲）；Eubank v. City of Richmond, ２２６ U.S. １３７, １４３-１４４
（１９１２）（一定以上の住民の賛成があれば、建築線規制をしてよいと定める州法は違憲）。
２６ See also Hetherington v. McHale, ４５８ Pa. ４７９, ３２９ A. ２d ２５０（Pa. １９７４） ,Stewart v. 
Utah Public Service Commission, ８８５ P. ２d ７５９（Utah １９９４） ,City of Chamberlain v. R.E. 
Lien, Inc., ５２１ N.W. ２d １３０（S.D. １９９４） ,Sedlak v. Dick, ２５６ Kan. ７７９, ８８７ P. ２d １１１９
（Kan.１９９５） .For details, see McBain［１９２１], Jafe［１９３７], Lawrence［１９８６］p.６５９, Johnson
［２００７］p.４６１.
２７ e.g. Cusack v. City of Chicago, ２４２ U.S. ５２６（１９１７）（広告板は倒壊などによって害悪を
及ぼす存在なので、近隣住民の過半数の賛成があれば許可できるという制度は合憲）。
２８ Carter v. Carter Coal Company, ２９８ U.S. ２３８（１９３６） .
炭掘削業者と労働者の合意による労働条件の決定２９は「州際通商」にあたらず、し
たがって、連邦議会の規制権限の範囲外の行為であることを根拠として、瀝青炭管
理法（Bituminous Coal Conservation Act of １９３５, ４９ Stat. ９９３）の一部無効という
結論を導いたが、判決理由中で、「多数者に与えられた権限は、事実上、嫌がる招
集者を規制する顕現である。これは最も不愉快な（obnoxious）な形態での立法権
の委任である。なぜならば、これは、中立的（disinterested）であると推定される
公務員（Oficial）または公的主体に対する委任ですらなく、その利害が同じ事業
を行う他の者の利害としばしば対立する可能性があり、また対立する私人への委任
だからである」と指摘されていた（２９８ U.S., at ３１１）。そして、そのような委任は
明らかに恣意的であり、第５修正条項のデュー・プロセス条項によって保護される
べき権利の明らかな否定であるとして３０、建築行為につき近隣住民の同意を要求す
る州法の規定を第５修正条項違反であることを理由として無効であると判断した
Eubank事件判決（２２６ U.S., at １４３） ,Seatle Title Trust Company事件判決（２７８ 
U.S., at １２１-１２２）及びSchechter Poultry事件判決（２９５ U.S., at ５３７）を引用した
（２９８ U.S., at ３１１-３１２） ３１。
　たしかに、連邦最高裁判所は、Currin v. Walace事件判決３２やRock Royal Cooperative 
事件判決３３において、Carter Coal事件とは事案を異にすると位置付けつつ、議会が
ルールの内容を定めているのであれば、当該ルールの制定につき利害関係者のある
一定割合の同意を要件とすることは憲法に違反しないとの判断を下した。そして、
私人に対する立法権の委任禁止も、とりわけ州レベルでは（Liebmann［１９７５］
pp.７１７-７１８, Abramson［１９８９］）、弱体化してきたと評価されている（Liebmann
［１９７５］pp.７１７-７１８, Lawrence［１９８６］pp.６８９-６９４, Freeman［２０００］pp.５８０-５８６） ３４。
　しかし、連邦最高裁判所は、Carter Coal事件判決で採用した立場を直接変更す
るような判断をこれまでのところ下しておらず、議会が純然たる私人に対して法を
３４
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２９ 瀝青炭管理法４条は、石炭産出量の合計が地域別生産量の３分の２以上を生産する事業
者集団と労働者の２分の１以上の集団とが、最低賃金について締結した協約等は、全ての
事業者および労働者に対しても効力を有すると規定していた。
３０ See also Jackson［１９４１］pp.１５３-１６５.
３１ もっとも、たとえば、City of Eastlake v. Forest City Enterprises, Inc., ４２６ U.S. ６６８（１９７６）
は、住民投票は権限の委任ではなく、立法府を創設するにあたって、住民が留保した権限であ
るとして、土地の用途変更について、住民投票により、５５％以上の賛成が得られることを要求
することは合憲であると判示した。
３２ ３０６ U.S. １（１９３９） .
３３ ３０７ U.S. ５３３（１９３９） .
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制定する権限を委任することを最高裁判所は認めたことはないと指摘されており
（Seidenfeld［２０００］p.４５７, n.１９９） ３５、Marshal判事は、Orrin W. Fox事件判決３６にお
いて、補足意見中で、Carter Coal事件判決を引用しつつ、物事のきわめて自然な
性質に照らせば、私人は、他人、とりわけ、競争者の事業を規制する権限を与えら
れるべきではなく、そのような権限を与えようとする制定法は個人の自由と私有財
産に対する耐えがたく、かつ、違憲な干渉を企てるものであると判示した（４３９ 
U.S., at １２５-１２６（Marshal, J., concuring）） ３７。
　また、テキサス州憲法の下での議論ではあるが、たとえば、Texas Bol Weevil事
件判決３８は、私人に対する権限の委任が認められるか否かの判断基準３９として、
（１）受任私人の当該行為は州の行政庁または州政府の他機関による十分な
（meaningful）審査の対象となるか、（２）当該受任私人の行為によって影響を受け
る者は、決定過程において十分に代弁されているか、（３）当該受任私人の権限は
規則設定に限定されているか、それとも当該受任者は法を特定の個人に適用するこ
ともするのか、（４）当該受任私人は、その公的任務と衝突する可能性のある金銭
的その他の個人的利害を有するか、（５）当該受任私人は犯罪行為を定め、または
刑事的制裁を科す権限を与えられているか、（６）当該委任は期間、範囲及び対象事
３５
３４ もっとも、比較的近年でも、たとえば、Schulz v. Milne, ８４９ F. Supp. ７０８, ７１２（N.D. 
Cal. １９９４）は、州は、憲法に違反することなく、私人の裁量の行使を規律する基準を示さ
ずに、その土地利用を規制する権限を放棄しまたは私人に付与することはできないとして
いる（at ７１２）。
３５ たとえば、Freemanは、「私人の集団に公共政策を定める権限を与える制度的取決めは最
悪の場合、憲法違反であり、最善の場合でも、正統性をむしばむものである」と指摘し
（Freeman［１９９９］pp． ８３-８４）、Rossiも「行政法は、長年にわたって、民間主体に対する権
限の委任は、あるレベルにおいて、憲法違反と隣り合わせの一連の固有の問題をもたらす
ことを…認識してきた」と指摘している（Rossi［２００７］p． ２２３）。
３６ New Motor Vehicle Board of the State of California v. Orin W. Fox Company, ４３９ U.S. 
９６（１９７８） .
３７ General Electric Company v. New York State Department of Labor, ９３６ F. ２d １４４８（２nd 
Cir. １９９１）も、立法府は、私人の裁量の指針となる基準を示さずに、他の個人が財産上の
権利を有している不動産に対する権利の性質を決定する権限を私人に委任することを合憲
的に行うことはできないと判示し（at １４５５）、Siera Club v. Sigler, ６９５ F. ２d ９５７（５th 
Cir. １９８３）も、行政庁は、民間主体、とりわけ、利益相反を理由としてその客観性に疑念
が生ずる可能性のある民間主体に、その公務を委任することはできないと判示した（at 
９６３ n.３）。
３８ Texas Bol Weevil Eradication Foundation, Inc. v. Lewelen, ９５２ S.W. ２d ４５４（Tex. １９９７） .
３９ この判断基準は、 Jafe［１９３７］pp.２４７-５３, Davis ［１９７８］pp.１９６, Liebmann［１９７５］pp.７１７-
７１８及びLawrence［１９８６］pp.６８６-６９４をまとめたものであるとされている（９５２ S.W. ２d, at 
４７１-４７２）。
項について限定されている（narow）か、（７）当該受任私人は、委任された職務の
ための特別な資格を有し、または訓練を受けているか、及び、（８）立法府は当該受
任私人の当該作業における指針となる十分な基準を定めているかを挙げている４０。
　そして、たとえば、Freedmanは、受任者がどのような者であるかが立法権委任
の合憲性に影響を与えるという立場をとっている４１。すなわち、Carter Coal事件判
決では、議会によって選定されたとしても、当該規制に服する者すべての利益が、
公正に考慮の対象とされること、少なくとも、政治的に説明責任を負っている立法
府のフォーラムにおいてであれば受けることができたはずの質と公正さを有する考
慮の対象となことを保障するに十分なほど、私心を去って、私人が、国家の統治的
権限を行使することができるかどうかについて、裁判所は、懸念を繰り返し表明し
ている。議会が、そのような私心を去った政策決定を行う能力を欠いた私人に意思
決定を委任するときには、その憲法上の責任を放棄していることになる４２とする
（Freedman［１９７６］p.３３３）。たしかに、連邦最高裁判所が、私人への委任を違憲で
あると判断した公表裁判例は少ないが、たとえば、一定の薬品以外の薬品の販売を
禁止する制定法との関連で、ある薬品を販売可能な薬品のリストに追加するか、リ
ストから削除するかについての私人による決定は、特定の専門的必要性に応えるた
めの既存の専門的基準に従ってなされ（State v. Wakeen, ２６３ Wis. ４０１, ５７ N.W. ２d 
３６４（１９５３） .See Liebmann［１９７５］pp.６８０-６８３） ４３、私人の活動が私利ではなく、通
常は、より広い社会的利益に貢献するように、専門家のコミュニティによって、策
３６
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４０ ９５２ S.W. ２d, at ４７２.
４１ 他方、たとえば、Barberは、立法権の委任禁止法理の「論理のみからは、かりに議会が
決定の道具として委任したときには、その委任は、代理人の立場にかかわりなく、合憲で
あり」（Barber［１９７５］p.９５）、だれが委任された権限の受け手であるのか、権限を行使する
受け手の適格性という問題は無意味である（irelevant）とする（Barber［１９７５］p.４９）。す
なわち、「卓越した（salient）選択肢の中からの選択に従って委任する限り、議会は、公的
または私的な、行政的または司法的な、その他どのような機関（agency）に対しても委任
することができる」と論じた（Barber［１９７５］p.４９）。そして、Barberは、Carter Coal事件
判決について、立法の決定過程の質よりも受任者の性格を強調することは不適切であると
指摘した。そして、Barberは、立法の決定過程の質に着目する「われわれの規準を適用す
れば」、Carter Coal事件判決と同じ結果を導く必要はなかったはずであるとし、受任者の
地位によって、当該委任が反対すべきものではなくなるという示唆には賛成できない」と
する（Barber［１９７５］p.９５）。
４２ See Rice v. Foster, ４ Del.（４ Har.）４７９（１８４７） .See also James v. Valtiera, ４０２ U.S. １３７
（１９７１） .
４３ cf. R.H. Johnson & Company v. SEC, １９８ F. ２d ６９０（２nd Cir.） ,cert. denied, ３４４ U.S. 
８５５（１９５２） .
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定され、支持された外部の基準によって規律されることが確保されている。他方、
私人への立法権の委任が違憲とされるのは、当該私人の私利がその決定に影響を与
える可能性があり４４、当該私人の集団の多数派が委任された権限を、賛成しない少
数者の犠牲において、自己の利益が高まる可能性が高くなるように行使するおそれ
がある場合である４５。すなわち、そのような委任は、立法過程に内包されている意
思決定の誠実性（integrity）の特性４６を失わせ、その結果、デュー・プロセスの観点
からも、問題があることになる４７。
　このような観点から、私人に対する委任においては、基準を明確かつ具体的に示
す必要性がより高いと認識されていると推測される４８。
（３）会計ルール設定における証券取引委員会の私的主体への依拠
１）法的な意味における｢委任（delegation） ｣の存否
　①　財務会計基準審議会への委任はないという見方
　まず、証券取引委員会は、たとえば、２００３年４月２５日方針書（Securities and 
Exchange Commission［２００３a］）において、「委任（delegation）」または「委任する
（delegate）」という表現を用いていないばかりか、１９７７年に発出した通牒４９におい
て、「証券取引委員会の方針は、財務会計基準審議会が会計基準を設定するために
３７
４４ Group Health Insurance v. Howel, ４０ N.J. ４３６, ４４７, １９３ A. ２d １０３, １０９（１９６３） ,supple-
mented, ４３ N.J. １０４, ２０２ A. ２d ６８９（１９６４） .See also State Board of Dry Cleaners v. Thrift-
D-Lux Cleaners, ４０ Cal. ２d ４３６, ２５４ P. ２d ２９（１９５３） ;Alen v. California Board of Barber 
Examiners, ２５ Cal. App.３d １０１４, １０２ Cal. Rptr. ３６８（１９７２） ;Chapel v. Commonwealth, １９７ 
Va. ４０６, ８９ S.E. ２d ３３７（１９５５） .
４５ Carter v. Carter Coal Company, ２９８ U.S. ２３８（１９３６） ;Eubank v. City of Richmond, ２２６ 
U.S. １３７（１９１２） ;Remington Arms Company v. G.E.M. of St. Louis, Inc., ２５７ Minn. ５６２, 
１０２ N.W. ２d ５２８（１９６０） ;cf. Gibson v. Beryhil, ４１１ U.S. ５６４（１９７３） ;Lathrop v. 
Donohue, ３６７ U.S. ８２０, ８７８（１９６０）（Douglas, J., dissenting） .
４６ State v. Alstate Insurance Company, ２３１ Miss. ８６９, ９７ So. ２d ３７２（１９５７） .
４７ See Beryhil v. Gibson, ３３１ F. Supp. １２２（M.D. Ala. １９７１） ,vacated and remanded on 
other grounds, ４１１ U.S. ５６４（１９７３） .See Jafe［１９３７］p. ２０１ ,Jafe and Nathanson［１９６８］
p.８１, Gelhorn［１９７２］pp. ２２-２３. cf. McGautha v. California, ４０２ U.S. １８３, ２７２ nn.２１-２２
（１９７１）（Brennan, J., dissenting） .
４８ See General Electric Company v. New York State Department of Labor, ９３６ F. ２d １４４８, 
１４５５; Schulz v. Milne, ８４９ F. Supp. ７０８, ７１２（１９９４） ;Washington ex rel. Seatle Title Trust 
Company v. Roberge, ２７８ U.S. １１６, １２２. See also e.g. Jafe［１９３７］pp.２４７-２５３, Liebmann 
［１９７５］pp.７１７-７１８, Lawrence［１９８６］pp.６８９-６９４, Linde［１９９９］p.８５１.
４９ Securities and Exchange Commission, Accounting Practices-Oil and Gas Producers, Solicita-
tion of Comments, Securities Act Release No.５８９２, Exchange Act Release No.２０, ３３７, Invest-
ment Act Release No.１４, ３０５（December ２２, １９７７） .
活動することを認知している（recognize）が、これは、証券取引委員会の実体的規
則制定権限の財務会計基準審議会への委任（delegation）を伴うものではない」と
していた。
　もっとも、連邦証券諸法の制定時以来、財務報告の改善は、証券取引委員会と会
計専門職業人の協力によって行うことが意図されてきた（Cohen［１９６６］p.６０）。た
とえば、「１９３３年に、最初の連邦証券法が制定されて以来、財務報告の実務におい
て多くの改善が図られてきた。証券取引委員会は、会計原則の形成を会計専門職業
人とともに行い、これを支援するという方針を採用しているが、この方針は、財務
報告実務の進歩に直接的に寄与してきており、また。会計実務が引き続き改善され
ることを確保する最善の手段であると確信する」と、証券取引委員会は、１９６４年に
下院の通商・金融小委員会に提出した陳述書において述べている（Securities and 
Exchange Commission［１９６４］p.５８）。この下院の通商・金融小委員会における、だ
れが、会計原則の決定に関する主たる責任は負うのかという、Staggers議員による
質間に対して、証券取引委員会の委員長であるCaryは「何年にもわたって、この
問題について、我々は会計専門職業人ときわめて注意深く協力してきたといっても、
まったく誤っていないと思う。私は、それを共同責任と理解する」と答えた５０。
　そして、証券取引委員会は、会計専門職業人が会計原則設定においてリーダー
シップをとることを期待し、権限と責任を委譲した（See Burton［１９７４］p.２６８） ５１。
そのうえで、会計専門職業人がリーダーシップをとらないならば、証券取引委員会
は乗り気ではないがその意思があることを、しばしばほのめかした（Wiliams
［１９８０］p.１２６）。会計原則と会計実務を規定する広範な権限が与えられていたにも
かかわらず、証券取引委員会は、「批判し、刺激する（criticize and prod）」
（Securities and Exchange Commission［１９６４］p.５８）という監督者としての役割を留
３８
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５０ reproduced in: Uniformity in Accounting, Journal of Accountancy, vol.１１７, no.６（１９６４） ,
p.５６.
５１ Horngrenは、証券取引委員会と会計原則審議会との間の（非公式の）関係は、企業にお
ける上級経営者と下級経営者との関係に類似していると評価した。すなわち、会計原則設
定の構造は、議会が会計原則設定の最終的権限を有するが、若干の例外事項を除き、その
権限を証券取引委員会に委譲し、さらに証券取引委員会は、この権限の大部分を会計原則
審議会に委譲するという分権的構造（decentralized structure）であると説明した（Horngren 
［１９７３］p.６２）。もっとも、証券取引委員会の主任会計士であったBurtonは、このような
Horngrenの見解には同意しないと述べ、証券取引委員会と会計原則審議会とは「パート
ナーシップの関係にある。証券取引委員会は拒否権をもつ上級経営者であるとは思ってい
ない」と述べたようである（Horngren［１９７３］p.６２. See also Burton［１９７４］p.２７５）。
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保しつつ、財務会計と報告の基準の形成に主導的な立場をとるように、会計専門職
業人に対して促してきた（American Institute of Certified Public Accountants［１９７２］
p.４８） ５２。Anthonyは、「証券取引委員会は会計専門職業人の機構を通じて会計原則を開
発・推進させるためにあらゆることを行なった。会計専門職業人が進んで行動しよ
うとしない緊急の問題に対処するために、証券取引委員会は会計原則に関する若干
のプロナウンスメントを作ることを強いられたが、それはしぶしぶ行なったことで
あり、また、会計専門職業人にその役を引き受ける機会を十分に与えた後に行なっ
たことである。」と評価している（Anthony［１９６３］p.１０２）。
　たしかに、証券取引委員会は会計士がその監査報告書において一般に受け入れら
れた会計原則からの離脱を指摘すれば、そのような財務諸表は受け入れないことを
原則としてきた（Burton［１９７４］p.２６９, Robinson［１９８１］pp.２３３-２３４） ５３。
　しかし、証券取引委員会は会計専門職業人が開発する会計原則をそのまま受け入れ
るという姿勢をとったのでは、議会から与えられた責務を果たさないことになるか
ら、そのような姿勢はとってこなかったという評価も有力である（Sprouse［１９８７］
p.９４）。すなわち、証券取引委員会は会計原則設定作業を会計専門職業人に委ねつつ
も、会計原則設定プロセスに関与するなど、さまざまな形で影響を与えてきた。
　まず、証券取引委員会は、会計専門職業人に対して解決すべき問題を提起し
（Miler, Redding and Bahnson［１９９８］p.２４）、ときには、特定の会計基準の開発にあ
たって協力をする。証券取引委員会と会計専門職業人の代表は特定の問題について意
見の交換をし、定期的に会合をもつ。証券取引委員会の主任会計士が、財務会計基準
審議会や財務会計基準諮問委員会の会議に、オブザーバーとして出席し、意見を表明
３９
５２ Miler，Redding及びBahnsonによれば、証券取引委員会は、財務会計基準審議会に会計
基準の設定を委ねることによって、証券取引委員会は、自己に対する批判を財務会計基準
審議会に向けさせることができる（Horngren［１９７２］p.３９, Kely-Newton［１９８０］p.６４）、会
計基準設定に要する多くのコストを負担しないで済む（See also American Institute of Cer-
tified Public Accountants［１９７２］p.４９, Galambos and Prat［１９８８］p.１０４）、政府の（低い）
給与水準では働くことを望まないような多くの人々の働きの成果を享受できるというよう
なメリットを享受している（Miler, Redding and Bahnson［１９９８］p.１５８）。
５３ Grove（Ernst＆Ernstのパートナー［当時］）も、「財務会計基準審議会の成功も失敗も、
証券取引委員会による承認に基本的によっている。証券取引委員会が、その法令上の権限
に基づいて、財務会計基準審議会のプロナウンスメントを遵守することを義務づけなけれ
ば、財務会計基準審議会は成功しないであろう」と指摘していた（reported in: Anonymous
［１９７３］p.９）。なお、Wheat委員会報告書においては、証券取引委員会は、登録書類をと提
出することが義務付けられている証券の発行者による会計原則審議会の意見書の遵守を、
いくぶん緩やか（somewhat loosely）ではあるが、エンフォースしていると評価されていた
（American Institute of Certified Public Accountants［１９７２］p.５０）。
し５４、また、緊急問題タスクフォースの会議に出席し、審議に積極的に参加している
（Miler, Redding and Bahnson［１９９８］pp.４７ and １６９. See also American Institute 
of Certified Public Accountants［１９７２］pp.４９-５０）。すなわち、証券取引委員会は、
公式・非公式の会議、意見交換及び意思疎通を通じて、プライベート・セクターに
よる会計原則設定に大きな影響を与えている。しかも、証券取引委員会は、財務会
計基準審議会の開発した会計基準に対して否定的な態度を示すこともあり（Renen 
and Schif［１９７８］p.６６, Newman［１９８１］） ５５、会計連続通牒や規則（Regulation）を
通じて、会計原則を設定することもあった（Miler, Redding and Bahnson［１９９８］
p.１５８）。
　また、証券取引委員会は、提出される登録届出書および有価証券報告書などに含
まれる財務諸表に対する継続的な審査において５６、提出される財務諸表を受け入れ
るか、訂正を求めるかをそれぞれのケースにおいて決定するが、これによって、証
券取引委員会は会計実務に対して影響を与える。すなわち、証券取引委員会は、会
計「実務の発展を、静かに、そして公の討論を経ることなしに、指示する」ことに
なる（Arthur Andersen ＆ Co.［１９６５］pp.１７-１８）。
　以上に加えて、自ら、会計原則を設定する権限を有する証券取引委員会が存在す
ること自体が影響を与えてきたと評価できる（Robinson［１９８１］p.２３３）。実際、証
券取引委員会は、私的部門（会計専門職業人）による原則設定活動が有効でないな
らば、自ら設定する覚悟があるとしばしば表明していた。そのため、会計専門職業
人が適切に原則を設定できないのであれば、証券取引委員会が介入し、会計原則の
設定が政府による直接的コントロールの下におかれるかもしれないという圧力を会
計専門職業人に与えることになっていた（Zef［１９８４］p.４４７. See also Smith
４０
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５４ 会計原則審議会に対しても、きわめて強い影響力を与えていたと評価されている（Lewis
［１９６８］p.１７７. See also Newman［１９８１］p.１５１）。
５５ ただし、証券取引委員会がこのような権限を行使することはまれであり、例外的であり、
また、間接的に行使されることが一般的であった（See Burton［１９８２］p.３２, Sampson 
［１９８３］p.４６, Loomis［１９８８］p.５６）。もっとも、証券取引委員会が財務会計基準審議会に強
く働きかけることもあった（See Armstrong［１９７６］p.１２, Swieringa［１９８７］p.６）。
５６ このプロセスを通じて、証券取引委員会は、財務会計基準審議会のプロナウンスメントに法
的効力（force of law）を与えてきたという評価もある（Testimony of Kenneth L. Wolfe, Over-
sight Hearing on the Financial Accounting Standards Board and its Proposed Derivatives Ac-
counting Standard before the Subcommitee on Securities of the Senate Banking, Housing, 
and Urban Afairs Commitee, １０５ th Cong.（October ９, １９９７） <htp:/ banking.senate.gov/ ９７_１０ hrg/ 
１００９９７/witness/wolfe.htm>. See also Dut［１９９７］p.１９）。
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［１９３５］p.３２７）。
　このように考えると、証券取引委員会は、会計原則設定に関するその権限をプライ
ベート・セクターに委任（delegation）してはいないと評価すべきことになりそうであ
る（Moonitz［１９７４］p.７３. See also Financial Accounting Foundation and Financial 
Accounting Standards Board［１９７７］p.３６） ５７。
　②　財務会計基準審議会への実質的「委任」があるという見方
　たとえば、Kripkeは、「証券取引委員会が、会計士団体が会計原則の形成におい
て主導的な役割を演じることを認め、かつ奨励したことは、証券取引委員会が、会
計士団体の決定を「一般に受け入れられた会計原則」であるとただ追認する
（rubber-stamping）のではなく、常時（regularly）（…単にごくまれな場合にだけで
はなく）、私人の権利に影響を与える証券取引委員会の規則に対する提案であると
みていたとすれば、適切であったであろう」と指摘し（Kripke［１９７９］p.１５４）、権
限を委任していると評価している（Kripke［１９７９］pp.１５７-１５８）。また、Chatovも、
証券取引委員会は、連邦証券諸法の制定直後から、プライベート・セクターに会計
基準を設定する権限（authority）を移転し、その後も、取り戻すことはなかったと
指摘している（Chatov［１９７５］pp.１０６-１０７, １３１-１３２ and ２３７-２４３）。
　しかも、現実には、財務会計基準審議会の公表した会計基準には法的効力が認め
られると指摘されている５８。すなわち、Cunninghamは、証券取引委員会は、一般に
認められた会計原則違反を理由として、多くの行政手続き及び連邦裁判所におい
て、連邦証券諸法をエンフォースしてきたと指摘しており（Cunningham［２００５］
p.２９２）、そこでは、財務会計基準審議会の公表した会計基準が一般に認められた会
４１
５７ Moonitzは、会計専門職業人による原則設定作業は、証券取引委員会の手先（cat’ s-paw）
であったと評している（Moonitz［１９７４］p.７３）。なお、Spacekは、１９６３年に、下院の州際及
び外国通商委員会の通商及び金融小委員会の公聴会において、１９３３年証券法７条に基づく
Schedule Aの最後に「パラグラフ（２５）から（２７）に従った届出書類に含められる財務諸
表の作成にあたって従う会計及び報告の実務は、…会計専門職業人（accounting profession）
によって定められた、統一された会計基準及び原則に基づかなければならない。証券取引
委員会は、この点で会計専門職業人が適切な行動をとっているかを決定する責任を負う」
という条項を追加することを提案し（House of Representatives［１９６４］）、Moonitzは、この
ように、証券取引委員会と会計専門職業人による会計基準設定主体との関係を正式なもの
とすべきであると述べた（Moonitz［１９７２］pp.１３１-１３２）。
５８ もっとも、たとえば、Rappeportは、一般に受けられた会計原則は法ではなく、「ビジネ
スの慣行」にすぎないとしている（Rappeport［２００８］）。
計原則にあたることが前提とされてきた。実際、多くの法律学の研究者は、証券取
引委員会と財務会計基準審議会との関係について、財務会計基準審議会の会計基準
の証券取引委員会による認知は、証券取引委員会による委任であると解してきた
（See e.g. Herwitz and Baret［２００１］p.１４５, Mundstock［２００３］p.８２６, Nagy［２００５］
pp.９８５ and ９８７, Braton［２００７］p.２７） ５９。
　たしかに、行政庁が業界標準を認知することを「委任（delegation）」または「再
委任（subdelegation）」と性質決定することが適切であるとは限らず、「組込み
（incorporation）」と位置付けることが適切である場合も少なくない６０。実際、
Noblecraft事件６１において、アメリカ規格協会（ANSI）によって公表された安全基
準が、適用されるべき連邦法によって承認された「国内的に合意された基準
（national consensus standard［s］）」として、労働長官によって採用されていたとい
う状況の下で（at ２０２）、製材業者は、労働省（OSHA）がさまざまな安全基準を違
反との関連で用いることについて、争った（at ２０１）。第９巡回区控訴裁判所は、
労働省（労働安全衛生局）がそれらの基準を認知することは「権限の不当な委任」
にはあたらないとして、基準の有効性を認めた（at ２０３）。
　しかし、証券取引委員会による財務会計基準審議会の会計基準の認知は、労働省
によるアメリカ規格協会の基準の認知とは、少なくとも２つの点で異なる。
　第１に、Noblecraft事件において、労働省は、アメリカ規格協会の基準の中から、
明らかに選別していたと認定されているのに対し（Noblecraft, ６１４ F. ２d, at ２０３）、
証券取引委員会は、１９７３年に財務会計基準審議会が創設されて以来、財務会計基準
審議会が公表した会計基準のほとんどすべてを権威あるものと認めてきたばかり
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５９ なお、たとえば、Commiteは、財務会計基準審議会を権威ある支持が認められる会計基
準の設定主体として指定することを、証券取引委員会がいつでも撤回できるとしても、証
券取引委員会が委任したという事実が認められなくなるわけではないと指摘する。すなわ
ち、委任を撤回したからといって、委任したという過去の事実がなくなるわけではない
（Commite［１９９０］p.１６０）。
６０ たとえば、Hurt v. Coyne Cylinder Co., ９５６ F. ２d １３１９, １３２４（６th Cir. １９９２）は、圧縮ガ
ス協会によって公表された業界標準を運輸省が採用したことを、「組込み（incorporation）」
と位置付けている。「組込み」について、広く受け入れられている法的定義は存在しないよ
うであるが、Hurt事件判決では、政府が用いるのではなく、本来、業界が用いることを目
的として公表された業界標準を、制定法が定める規則制定手続きに則って政府が用いるた
めに採用することを「組込み」と解しているようである。See Rules and Regulations, De-
partment of Transportation, Pipeline and Hazardous Materials Safety Administration, ７３ Fed. 
Reg. ４６９９, ４７００（Jan. ２８, ２００８） .
６１ Noblecraft Industries, Inc. v. Secretary of Labor, ６１４ F. ２d １９９（９th Cir. １９８０） .
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か、証券取引委員会は財務会計基準審議会を権威ある基準設定主体と認め（会計連
続通牒第１５０号）、このことは、財務会計基準審議会のプロナウンスメントに将来的
にも権威ある地位を与えることになってきたという点で明確な相違が認められる。
　第２に、Noblecraft事件において、アメリカ規格協会の基準を受け入れるにあたっ
て、労働長官は、「通知と聴聞を要求する行政手続法の規定に従わなかった」が、こ
れは、制定法が、行政手続法が定める通常の要件によらずに、労働長官に「国内的
に合意されている標準」を採用することを命じていたためであると，裁判所は認定
している（Noblecraft, ６１４ F. ２d, at ２０２）。このことは、通知及び聴聞という通常の
要求事項に従うことから制定法が免除している場合を除き、行政庁は、業界の基準
を「組み込む」には、行政手続法が要求する通知及び聴聞という手続きに従わなけ
ればならないことを示唆している。しかし、証券取引委員会は、財務会計基準審議
会の新たな会計基準を権威あるものとして受け入れるにあたっては、通知及び聴聞
という、行政手続法の下で求められている手続きを履践してこなかった６２。たしか
に、財務会計基準審議会は、会計基準の開発にあたって、一定のデュー・プロセス
に従うこととしているが、「組込み」をするのであれば、行政手続法の下で証券取
引委員会に対して履践することが求められる規則制定手続きを財務会計基準審議会
に委ねる、あるいはアウトソースすることを認める制定法の規定は存在しない。こ
のように考えると、証券取引委員会は、その規則制定権を単に財務会計基準審議会
に委任していると評価せざるを得ない（Barney［２００９］p.６００）。
２）サーベインズ・オックスリー法前における委任の可否
　①Commiteの見解
　１９３４年証券取引所法１３条（b） （１）は、１９３３年証券法と異なり、証券取引委員会
は、会計に関する規則を定めることができる（may）と規定しており、このこと
は、証券取引委員会が会計に関する規則を自ら定めるのではなく、他の者に委任す
ることができるという趣旨を含むという解釈の余地もあった。しかし、Commite
は、１９３４年証券取引所法が財務情報の継続開示を求めているのは、１９３３年証券法の
下で、有価証券の募集・売出しに際して提出された情報のアップデートを投資者に
４３
６２ See Securities and Exchange Commission, General Revision of Regulation S-X, Securities 
Act Release No. ６２３３, Exchange Act Release No. １７,１１６, Investment Company Act Release 
No.１１, ３２５, ２０ SEC Docket １３５６（September ２, １９８０）．
提供させるというものであるから、１９３３年証券法の下で適用すべき会計ルールと
１９３４年証券取引所法の下で適用すべき会計ルールとが異なると考えることは合理的
ではなく、１組の一般目的会計ルールを証券取引委員会が定めることが求められて
いると解釈すべきであるとする（Commite［１９９０］pp.１５３-１５４） ６３。
　そして、１９３３年証券法及び１９３４年証券取引所法は証券取引委員会に規則制定権を
委任したが、証券取引委員会は制定法によって創設された独立委員会であり、その
予算は、毎年、議会と大統領によって決定されるという事実に鑑みると、サーベイ
ンズ・オックスリー法前の連邦証券諸法は、証券取引委員会が会計に関する規則の
制定権限を私人に委任することを想定してはいなかったと考えられる。
　しかも、１９６２年に、ケネディ大統領は、証券取引委員会の規則制定などの効率性を
高めることを目的として、証券取引委員会が、（会計に関する規則を含む）一般的な
規則制定権限を含む権能を、証券取引委員会の部局（Division）、個々の委員、審判
官、証券取引委員会の職員及び職員で構成される委員会に委任することを認める（１
条 （a））という計画（Reorganization Plan No.１ of １９６１, House of Representatives 
Document, No.１４６, ８７th Congress, １st Session, April ２７, １９６１）を 提 案 し た（For 
details, see Note［１９６２］ .See also Kennedy［１９６１］p.２７２）。しかし、上院は、証券
取引委員会の職員に一般的な規則制定権限を与えるという大統領の提案は「あまりに
広すぎる」委任を認めることになるとして（See House of Representatives Report, 
No.２０４５, ８７th Congress, ２nd Session, p.２）、最終的には、「特定の場合に適用される規
則（rules of particular applicability）」に関してのみその設定権能を委任できることと
し、一般的に適用される規則の設定を職員に委任することはできない（１９３４年証券取
引所法 ４ A条（a））ものとした（To Authorize S.E.C. Delegations（Authorizing the 
Securities and Exchange Commission to Delegate Certain Functions），Public Law ８７-
５９２, ７６ Stat. ３９４（１５ U.S.C. ７８d-１８（a））） ６４。証券取引委員会の職員に対する、規則
４４
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６３ たとえば、Webster’ s New Colegiate Dictionaryの１９７７年版では、“may”という単語は、
「その趣旨（sense）、目的または政策によれば、そのように解すべきときに、法律において
用いられるときには」、“shal”または“must”を意味すると説明されている。
６４ なお、現在も、証券取引委員会は、証券取引委員会の部局、個々の委員、行政審判官
（administrative law judge）、証券取引委員会の職員及び職員で構成される委員会に、その権
能の一部を委任することができるものとしているが、個別的な適用のための規則とは区別
されるものとしての一般的な規則に関し、行政手続法にいう規則制定または１９３４年証券取
引所法１９条 （c）による規則制定の権能を委任する権限は与えられていないことを明文化し
ている。
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制定権の委任ですら、このように限定されたことからは、証券取引委員会の外部者
に対して委任することはましてできないと考えられた（Commite［１９９０］pp.１５４ 
and １６１）。
　また、議会における、１９６２年のこのような議論からは、１９３４年証券取引所法４条
（b）を、証券取引委員会が証券取引委員会の外部者を会計についてのルールの設定
者とすることを認めた条項であると解釈することも不自然であることになる。１９３４
年証券取引所法４条（b）は、証券取引委員会は、合衆国の上級職員及び職員
（employee）の雇用及び報酬に適用される他の法令の規定にかかわらず、本法の下
での任務の遂行に必要な上級職員（oficer）、弁護士、検査人その他の専門家を任
命し、報酬を与えることができ、証券取引委員会は、公務員に適用される法令に
従って、その任務の執行に必要な他の上級職員及び職員を任命しその給与を定める
ことができると定めていた。「合衆国の上級職員及び職員（employee）の雇用及び
報酬に適用される他の法令の規定にかかわらず」という規定ぶりからは、証券取引
委員会と専門家との関係は雇用類似の関係あるいは本人・代理人関係類似の関係で
あることを議会は想定しており、証券取引委員会が財務会計基準審議会などの民間
団体に会計ルールの設定権限を委任することは、１９３４年証券取引所法４条（b）の
下での「任命」にはあたらないと解されることになると指摘されていた（Commite
［１９９０］p.１５５） ６５。
　さらに、立法権の委任は必要性の法理によって認められるといわれ、必要な証券
取引規制を行うためには、証券取引委員会は財務会計基準審議会のような会計の専
門家に依拠する必要があるというという点についても、証券取引委員会は専門家を
任命し、報酬を与えることができるのであるから（１９３４年証券取引所法４条 （b））、
規則制定権限を民間の主体に委任することを正当化できないと、Commiteは指摘
した（Commite［１９９０］p.１６０）。
　このような解釈を前提として、Commiteは、会計上のルール設定の経済及び社
会に対する影響は広範であり、そのようなルールの設定権限を、議会が委任するこ
とは憲法に反する６６、そして、証券取引委員会と財務会計基準審議会が設定した財
務会計・開示ルールへの違反に対して民事責任及び刑事罰を科すことは、合衆国憲
４５
６５ もっとも、現在の４条 （b）（１）は、合衆国法律集第５編の４８０２条に従って、任命し、報
酬を与えるものと定めており、合衆国法律集第５編４８０２条 （b）には、「合衆国の上級職員及
び職員（employee）の雇用及び報酬に適用される他の法令の規定にかかわらず」に相当す
る文言はもはや含められていない。
法第５修正が保障するデュー・プロセスに違反すると論じていた（Commite
［１９９０］pp.１５８-１５９）。
　②　U.S. Telecom事件判決と再委任
　U.S. Telecom事件判決６７において、コロンビア特別区控訴裁判所は、連邦通信委
員会（Federal Communications Commission, FCC）による州の規制委員会に対する
権限の再委任は違法であると判示した。すなわち、裁判所は、連邦の下部行政庁に
対する行政庁の再委任については、その有効性が推定されるが、連邦政府の外部の
主体に対する再委任についてはそのような推定は認められないとし、後者の場合に
は、その再委任が有効であるためには、「議会による権限付与を積極的に示すこと」
が必要とされるとした（at ５６５）。そして、行政庁がその権限を下部行政庁に委任
する場合には、責任及び説明責任は明らかに連邦の行政庁が負い続けるのに対し、
行政庁が外部者に権限を委任する場合には、説明責任の経路がぼやけてしまう可能
性があり、政府の意思決定に対する重要な民主主義的チェックが損なわれてしまう
し、外部の主体に対する委任はそれらの者が行政庁の「国家的構想と視点」を共有
せず、その結果、当該行政庁及び前提となる制定法上のスキームの目標と整合しな
い目標を追及するというリスクを増加させるから、この区別は、「全く理にかなっ
ている（entirely sensible）」と指摘した（at ５６５-６６） ６８。
　そして、証券取引委員会が財務会計基準審議会に規則制定権を実質的には（再）
委任していたと法的に評価するのであれば、サーベインズ・オックスリー法制定前
４６
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６６ なお、証券取引委員会の第２代主任法律顧問であったAlan E. Throopは、Chatovのイン
ビューに対して、全国産業復興法（NIRA. Chatov［１９７５］p.１７６では、NRA［全国復興庁］とさ
れているが、NIRAであろう）の一部の条項を、権力分立の観点から違憲としたSchechter Poul-
try事件判決を引いて、もし、証券取引委員会が包括的な会計原則を定めようとしたら、その合
憲性が争われ、おそらく憲法違反と判断されたであろうと述べた（Chatov［１９７５］p.１７６）。
６７ United States Telecom Association v. Federal Communications Commission, et al., ３５９ 
F.３d ５５４, ５６５（D.C. Cir. ２００４） .
６８ 連邦通信委員会は、州の規制委員会に再委任するという決定は、Chevron原則（Chevron 
U.S.A., Inc. v. Natural Resources Defense Council, Inc., ４６７ U.S. ８３７, ８４４（１９８４）が認めた
もの）の下での行政庁の解釈に対する敬譲を受けるに値すると主張したが、裁判所は、「意
思決定権限の連邦行政庁への一般的委任は、物事の通常の過程においては、連邦の下部行
政庁を超えた権限の再委任を含まない」として、連邦通信委員会の主張を退けた。Chevron
事件判決は、裁判所は、争点について明確であれば議会の意図を実現するが（第一段階審
査）、議会意図が不明確であれば、許容しうる解釈である限り、裁判所は行政解釈を尊重す
る（第二段階審査）ものとした（４６７ U.S., at ８４２-８４３）。Chevron原則については、たとえ
ば、古城［１９８６］、筑紫［２００４］［２００５］など参照。
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には、議会は、証券取引委員会に対して、その規則制定権を財務会計基準審議会に
再委任する権限を、U.S. Telecom事件判決の下で要求されているようには、制定法
の明文によって与えてはいなかったのであるから、連邦証券諸法の下で、財務会計
基準審議会を証券取引委員会が一般に認められた会計原則の設定主体として認知す
ることは、連邦裁判所による司法審査の対象となると解されることになったはずで
ある（５ U.S.C. § ７０２（２００８））。そして、かりに、外部者が設定した会計基準を証
券取引委員会が認知することが、１９３３年証券法の下での会計の実体的規則を定める
権限の再委任にあたるとすると、U.S. Telecom事件判決の下では、議会により、明
示的に、そのような再委任権限が与えられている必要があることになる。この点で
サーベインズ・オックスリー法前における証券取引委員会による財務会計基準審議
会の会計基準の認知には致命的な問題が存在していた可能性がある。
３）サーベインズ・オックスリー法後における委任の可否
　サーベインズ・オックスリー法が、一定の要件をみたす民間主体を証券取引委員
会が会計基準設定主体として指定することを許容した以上、U.S. Telecom事件判決
が要求する明示的な委任があったことになり、議会が会計基準の設定権限を証券取
引委員会に委任したことが憲法に違反しないという解釈を前提とすることができれ
ば６９、証券取引委員会が、財務会計基準審議会を会計基準設定主体として指定する
ことは憲法違反とはならない。
　もっとも、サーベインズ・オックスリー法の下では、証券取引委員会がある民間
主体を会計基準設定主体として指定するための要件が定められているのであるか
ら、証券取引委員会が行なう指定は、法によって証券取引委員会に認められた裁量
の行使によるものとは解されない。そして、サーベインズ・オックスリー法は投資
者保護を目的としていることに照らすならば７０、投資者は、証券取引委員会が、た
とえば、財務会計基準審議会を会計基準設定主体として指定することを、裁判上、
争う余地があると考えられる。
４７
６９ たとえば、会計上のルール設定の経済及び社会に対する影響は広範であり、そのような
ルールの設定権限を、議会が委任することは、立法権委任禁止の法理及びデュ ・ープロセス
を求める第５修正条項に抵触し、憲法に反するという、サーベインズ・オックスリー法前の
Commiteの解釈が正しかったとすると、サーベインズ・オックスリー法後においても、こ
のような解釈は妥当するはずである。
７０ See Sarbanes-Oxley Act of ２００２ § １０８ （b） （１） ,１５ U.S.C. § ７７s（２００８） ;Senate Report, 
No.１０７-２０５, p.２（２００２） .
２　行政手続法の下での規則制定手続きと会計基準
（１）証券取引委員会と民間主体である基準設定主体
　証券取引委員会は、１９３８年４月に、会計連続通牒（Accounting Series Release, 
ASR） ７１第４号『財務諸表についての執行方針（Administrative Policy on Financial 
Statements）』（Securities and Exchange Commission［１９３８］）を発出した。すなわ
ち、「１９３３年証券法または１９３４年証券取引所法に基づく規則に従って当委員会に提
出される財務諸表が、相当の権威ある支持（substantial authoritative support）を得
ている会計原則に準拠して作成されていない場合には、かりに、監査証明書または
財務諸表の脚注においてその旨が開示されていても、この事実が重要であるかぎ
り、当該財務諸表は誤解を招くものまたは不正確なものと見なされる。当委員会と
届出者との間で準拠すべき適切な会計原則について意見の相違がある場合には、当
該事項について届出者が準拠した原則に相当の権威ある支持が存在し、かつ、規則
または主任会計官の公表意見も含めた委員会の公式発表において、当委員会の立場
がこれまで表明されていない場合に限り、訂正を求めることなく、当該財務諸表は
受理される。」とされた。
　また、証券取引委員会は、１９７３年１２月に、会計連続通牒第１５０号『会計の原則及び基
準の設定及び改善についての方針書（Statement of Policy on the Establishment and 
Improvement of Accounting Principles and Standards）』 （Securities and Exchange 
Commission［１９７３］） ７２を公表し、会計原則・基準設定のリーダーシップを従来どおり民
間部門に委ねることを表明し、財務会計基準審議会によって公表される会計基準は
「相当の権威ある支持」があるものとして取り扱うこととし、明示的に支持を与えた。
すなわち、「現在、会計原則を設定することをアメリカ公認会計士協会評議会が委ねた
機関は、財務会計基準審議会である」、「当委員会は、財務会計基準審議会が様々な観
点の研究と考察から迅速な責任ある行動を可能にする制度上の枠組みを提供するであ
ろうと確信して、財務会計基準審議会の設置を支持した。財務会計基準審議会の委員、
そしてそれを支持している個人と会計職業団体のもつ経験と専門知識を集大成するこ
４８
筑波法政第５１号（２０１１）
７１ 会計連続通牒は、「主要な会計問題における統一的基準や実務の発展に寄与することを目
的として、会計原則についての意見を表明するため」のものと位置付けられていた（会計
連続通牒第１号『資産の再評価から生ずる損失の取扱い（Treatment of Losses Resulting 
from Revaluation of Assets）』（１９３７年４月１日））。
７２ 翻訳として、加藤＝鵜飼＝百合野（訳）［１９８１］１６２-１６４頁がある。
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とは大切なことである。同様に重要なのは、財務会計基準審議会への財源の提供が、
財務会計基準審議会の仕事の達成を支持する民間部門の積極的な意思を象徴的に示す
ものであるということである。これらのことを考えれば、この機関の決定が投資家の
ためになるであろうことを期待して、当委員会は、会計原則あるいは会計基準の設定
と改善についてのリーダーシップを、財務会計基準審議会を通じて民間部門に求める
という方針を継続するつもりである。会計連続通牒第４号において、当委員会は、実
質的な権威ある支持のない会計実務に従って作成された財務諸表はミスリーディング
であると見なされ、脚注などで開示してもそのことを覆すことはできない、という方
針を明らかにした。また、当委員会と届出書提出会社の間に、ある事例で準拠すべき
適切な会計について意見の相違がある場合には、会社によって採られた会計実務に対
して実質的な権威ある支持が存在し、しかも当委員会のそのことに関する見解が、規
則その他の公報で明らかにされていない場合に限って、財務諸表そのものを訂正する
ことなく、その事実を開示することを持って足りることとした。この方針のために、
当委員会は、財務会計基準審議会によって財務会計基準書（Statements）や解釈指針
（Interpretations）で公表された原則、基準及び実務は実質的な権威ある支持を有するも
のと当委員会によって考えられ、このような財務会計基準審議会のプロナウンスメン
トに反するものには、そのような支持はないものと考えられるであろう」とした。
　さらに、「２００２年公開会社会計改革及び投資者保護法（Public Company 
Accounting Reform and Investor Protection Act of ２００２）」（サーベインズ・オックス
リー法）１０８条は、１９３３年証券法１９条を改正し、改正後１９条 （b） 項は、１９条「（a） 項
及び１９３４年証券取引所法１３条 （b） 項のもとでの権限を遂行するにあたって、証券取
引委員会は、以下の要件をみたす基準設定主体が設定した会計原則を、証券諸法に
いう『一般に認められた』ものとして承認することができる」と定め７３、これをう
けて、証券取引委員会は、２００３年４月２５日に、『方針書：指定民間基準設定主体と
してのFASBの地位の再確認（Policy Statement: Reafirming the Status of the FASB 
as a Designated Private-Sector Standard Seter）』（Securities and Exchange 
Commission［２００３a］）を公表し７４、「財務会計基準審議会が設定した基準は、サー
ベインズ・オックスリー法第１０８条にいう『一般に認められた』ものとして承認さ
４９
７３ ただし、サーベインズ・オックスリー法１０８条 （c）は、「本条及び本条による改正を含む本
法の定めは、証券諸法の施行のために会計原則または会計基準を定める証券取引委員会の
権限を損ない、または制限するものと解されてはならない」と定めている。
れるものである」とした。なお、この方針書には、「この基本政策は、行政手続法
の規定にいう規則設定提案、公衆参画の機会および事前公表の通知を要する政府機
関の規則ではない。同様に、行政手続法が通知やコメントを要請する場合にだけ適
用される連邦規制緩和法（Regulatory Flexibility Act）の規定も適用されない。」と
いう記述が含まれている。
（２）行政手続法と民間主体が設定した会計基準の証券取引委員会による認知
　上述のように、証券取引委員会は、財務会計基準審議会が設定した基準を一般に
受け入れられた会計原則と認めることを内容とする証券取引委員会の表明は、方針
の表明にすぎないと再三述べている。これは、行政手続法（Administrative 
Procedure Act of １９４６, Public Law ７９-４０４, ６０ Stat. ２３７）の下での規則制定手続き
の要求に服さないという主張を含んでいる。
　すなわち、１９４６年行政手続法４条（現在の ５ U.S.C.A. §§ ５５３）は、規則制定を行
う行政庁が規則案を公表し、それに対する意見提出の機会を利害関係人に与え、提出
された意見を考慮した上で、規則を発布するという規則制定手続きを規定したが、同
条は、解釈的規則（interpretative rules）、方針の一般的表明（general statements of 
policy） ７５など７６は適用除外としている７７。このように適用除外とされているのは、これ
らは、法的拘束力を有さず７８、方針は、行政庁の職員が具体的な問題の処理にあたっ
ての指針であり、国民の権利義務に直接かかわらないという理解に基づいている
（See Atorney General’ s Commitee on Administrative Procedure［１９４１b］pp.２６-２７） ７９。
また、この適用除外を認めることが、健全な行政過程にとって本質的なものであると
解されていた（See Senate Commitee on the Judiciary, Administrative Procedure Act, 
５０
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７４ なお、財務会計基準審議会のHerz議長及びアメリカ財務会計財団のJohnson会長は，
２００２年８月１６日付Pit証券取引委員長（当時）宛書簡で、財務会計基準審議会がアメリカ
の財務会計・報告基準の民間部門設定主体であり続けることができるよう要請していた
（Securities Commission［２００３a］Supplementary information, I. Background）。
７５ Atorney General［１９４７］は、「方針の一般的表明」とは、「その行政庁が、裁量権を、将
来的に、どのように行使する予定か（proposes to exercise）を公衆に知らせるために行政庁
により発せられる表明」をいうとする（p.３０, n.３）。「方針の一般的表明」の解釈をめぐる
議論の動向については、やや古いがAsimow［１９７７］pp.５３１-５４０（法的効果基準）及び５４６-
５５１（重要なインパクトテスト）が詳細である。
７６ 立法的規則、解釈的規則及び方針の一般的表明の区別は、広く認識されてきていた。
See Gibson Wine Co. v. Snyder, １９４ F. ２d ３２９, ３３１（D.C.Cir. １９５２） .For the distinction be-
tween legislative rules and interpretative ones, see also Lee［１９４０］pp.１-４.
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Legislative History, S. Doc. no.２４８, ７９th Congress, ２nd session, p.１８（１９４５）） ８０。さら
に、たとえば、Davisは、もし、非立法的規則についても、５５３条の手続きを要求する
こととすると、行政庁は、多くの解釈的規則及び方針の一般的表明を行わないことを
選ぶだけであり、方針を画すことになるにすぎないと指摘している８１。
　ところで、行政手続法は、「「規則」とは，法または政策を実施，解釈もしくは規
定し，または行政庁の組織，手続きもしくは実務準則を定めることを目的とする行
政庁の陳述の全部または一部であって，一般的にまたは特定の事項について適用さ
れ，かつその効力が将来に及ぶものをいい，料金，賃金，法人のもしくは財政上の
機構またはその改組，そのための価格，施設，設備，役務もしくは手当，評価，費
用，会計，またはこれらのものに関する実務を将来に向かって承認し規定すること
を含む。」と定義しており（５ U.S.C. § ５５１ （４））、財務会計基準審議会が公表する
５１
７７ もっとも、立法論としては、このような適用除外を削除すべきであるという見解は、比
較的初期から有力である。たとえば、Commission on Organization of the Executive Branch 
of the Government［１９５５］の勧告２８（pp.１４７-１５０）及び３２（pp.１５７-１６０）では、公益上の理
由で秘密とすべき場合を除き、非立法的規則（nonlegislative rules）の形成にあたっての、
連邦公報での公表による通知と公衆の参加が勧告され、１９６１年改訂後州行政手続モデル法
にはこの勧告が反映された（Uniform Law Commissioners, Revised Model State Administra-
tive Procedure Act, ９C Uniform Law Annotated １４７（Supp.１９６７））。そして、比較的多くの
州法は、この１９６１年モデル法に準拠しており（宇賀［２０００］pp.１０９ and １１１. See also Bon-
field［１９８６］p.２９９）、たとえば、テキサス州法には、非立法的規則についての適用除外規定
は設けられていない（もっとも、オースチン控訴裁判所の判例上［Brinkley v. Texas Lot-
tery Commission, ９８６ S.W. ２d ７６４（Tex. App.-Austin １９９９, no petition） ,Texas Alcoholic 
Beverage Commission v. Amusement and Music Operators of Texas, Inc., ９９７ S.W. ２d ６５１
（Tex. App.-Austin １９９９, writ dismissed for want of jurisdiction）］は、適用除外が認められて
いる結果となっている。For details, see e.g. Lannen［２００３］）。また、連邦議会においても、
たびたび、改正法案が提出された（たとえば、S.１６６３ and S.２３３５, ８８th Congress, ２nd Ses-
sion（１９６４），S.５１８, S.２７７０ and S.２７７１, ９０th Congress, １st Session（１９６７） .For details, see 
Bonfield［１９７０］pp.５８３-５８８）。も っ と も、た と え ば、Administrative Conference of the 
United States［１９７３］p.６６（Recommendation ７２-５）は、解釈的規則及び方針の一般的表明
を適用除外とすることを維持することを支持した。
７８ See Pacific Lighting Service Company v. Federal Power Commission, ５１８ F. ２d ７１８, ７１９
（９th Cir. １９７５） ,Pacific Gas and Electric Company v. Federal Power Commission, ５０６ F. ２d 
３３, ３８-３９（D.C. Cir. １９７４） .
７９ もっとも、行政手続についての委員会報告書においては、行政庁において定着した方針
は外部者にも影響を与えるとして、そのような方針は原則として公表されるべきであると
勧告していた（Commitee on Administrative Procedure［１９４１］p.２９）。
８０ 適用除外を認めるべきであるとする議論の詳細については、たとえば、Koch［１９７６］及
びAsimow［１９７７］参照。
８１ Administrative Procedure: Hearing before the Subcommitee on Administrative Practice and 
Procedure of the Senate Commission on the Judiciary on S.１１６０, S.１３３６, S.１７５８, and 
S.１８７９, ８８th Congress, ２nd Session, p.１７９（１９６５） .
会計基準であって、証券取引委員会が権威を有するものと認めるものは、行政手続
法にいう「規則」の定義をみたすものと考えられる。なぜなら、そのような会計基
準は、証券の発行者に「一般的に適用され」、それらは、連邦証券諸法を「実施，
解釈もしくは規定」するものだからである８２。なお、たとえば、Kripkeは、行政手
続法が規則制定に対して要求する手続きは、すべての会計原則の開発及び証券取引
委員会がそれらの会計原則に公的な地位を与えるにあたって、モデルとなるべきで
あると指摘していた（Kripke［１９７９］p.１５６）。
（３）司法審査
　行政手続法は、十分な法令上の権限によって裏付けられていない行政庁の行為に
ついて、司法上の救済が与えられるさまざまな根拠を定めている。すなわち、「審
査裁判所（reviewing court）」は、行政庁の行為が「恣意的（arbitrary）、きまぐれ
（capricious）、裁量権の濫用その他法に従っていない」、「制定法上の管轄、権限ま
たは制約を踰越し、または制定法上の権利を欠いている」、または「法が求めてい
る手続を遵守しなかった」と認める場合には、行政庁の当該行為を違法と判示し
て、取り消さなければならない（See ５ U.S.C. § ７０６ （２）（２００８））。
　行政手続法は、「行政庁（agency）の行為のために、法的権利の侵害を受け、…
または、不利な影響を受け、もしくはその利益を害された者」にそのような行為の
司法審査を求める権利を、原則として、与えており（５ U.S.C. § ７０２（２００８））、当
該行政庁の設置法が司法審査の余地を排除し、または当該行政庁の行為が法によっ
て当該行政庁に与えられた裁量に従って行なわれた場合にのみ、司法審査の対象と
ならないものとしている（５ U.S.C. § ７０１ （a） （１）- （２）（２００８））。
　ところが、証券取引委員会に会計に関する実体的規則を定める権限を与えている
１９３３年証券法も１９３４年証券取引所法にも、それらの法律の下でなされた証券取引委
員会の行為を司法審査の対象から排除している規定も見当たらない。さらに、連邦
最高裁判所は、司法審査に関する行政手続法の規定はおおらかに（liberaly）解釈
されるべきであるとしている。すなわち、「行政手続法を説明する立法資料は、そ
れが、広い範囲の行政行為をカバーするというのが議会の意思であることを示して
５２
筑波法政第５１号（２０１１）
８２ なお、「規則制定（rule making）」（５ U.S.C. § ５５１ （４））は、「準立法活動（quasi-legislative 
activity）」であると、指摘されてきた。 See Morison v. Olson, ４８７ U.S. ６５４, ７２５（１９８８）
（Scalia, J., dissenting）．
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おり、当裁判所は、その主題を、行政手続法の『寛大な（generous）審査条項』は、
『寛容な（hospitable）』解釈をしなければならないことを判示することによって同調
してきた。…反対の立法者意思があることの『明確で納得のいく証拠』が示された場
合にのみ、裁判所は司法審査を求めることに制限を加える」としている８３。
　証券取引委員会による財務会計基準審議会への再委任を司法上争うことができる
のは、財務会計基準審議会の財務会計基準書等を証券取引委員会が認知することに
よって、現実に「不利に影響を受け、または利益を害された」者でなければならな
い。すなわち、連邦最高裁判所は、行政庁の行為を争う原告適格が認められるため
には「申立人は、問題となっている制定法によって保護されまたは規制されている
利害の範囲（zone of interest）内にほぼ間違いなく（arguably）なければならない」
としており８４、原告適格がどのような者に認められるのかという問題がある。
Arthur Andersen & Co. v. SEC事件では、監査人には原告適格は認められなかった
が ８５、財務諸表の作成者や利用者には認められる可能性があったと推測される８６。
とりわけ、１９３３年証券法は、主として、健全な投資判断をするために必要な情報を
投資家に提供することによって、投資者を保護するという趣旨で制定されたことに
鑑みると、投資者が「利害の範囲」に含まれることについては異論がないと推測さ
れる８７。
　たしかに、行政手続法は、行政庁の終局的な行為についての司法審査のみを認め
ているため、「方針の一般的表明」としての財務会計基準審議会の認知が司法審査
の対象となるのかという問題がある。しかし、Independent Broker-Dealers’ Trade 
Association事件判決８８は、方針の一般的表明が規制事業者の側で一定の行為をさせ
５３
８３ Heckler v. Chaney, ４７０ U.S. ８２１, ８４３（１９８５）（quoting Abbot Laboratories v. Gardner, 
３８７ U.S. １３６, １４０-４１（１９６７）） .
８４ Association of Data Processing Service Organizations v. Camp, ３９７ U.S. １５０, １５３（１９７０） .
８５ Arthur Andersen & Co. v. SEC, ５ Federal Securities Law Reporter ¶ ９６, ３７４（N.D. Il. 
March １９７８） .
８６ 解釈的規則や「方針の一般的表明」には、訴訟において、説得的効果や重みが認められ
る。See Skidmore v. Swift & Co., ３２３ U.S. １３４, １４０（１９４４） ,Pacific Gas and Electric Com-
pany v. Federal Power Commission, ５０６ F. ２d, at ４０. See also National Labor Relations 
Board v. Bel Aerospace Company, ４１６ U.S. ２６７, ２７５（１９７４） ,National Labor Relations 
Board v. Boeing Company, ４１２ U.S. ６７, ７４-７５（１９７３） .
８７ See SEC v. R.G. Reynolds Enterprises, Inc., ９５２ F. ２d １１２５, １１３３（９th Cir. １９９１） ,SEC 
v. Gorsek, ２２２ F. Supp. ２d １０９９, １１０４（C.D. Il. ２００１） .
８８ Independent Broker-Dealers’Trade Association v. SEC, ４４２ F. ２d １３２（D.C. Cir.） ,cert. de-
nied, ４０４ U.S. ８２８（１９７１） .
ることを意図し、かつ、そのような行為につながるときには、そのような表明は司
法審査の対象となるとし（４４２ F. ２d, at １４２）、Pacific Gas and Electric Company事
件判決８９も天然ガス法の下における、「方針の一般的表明」に対する司法審査は、
そのような表明が急迫（immediate）かつ重要な（significant）インパクトを有し、
かつ、審査に適した記録が存在する場合に限られるとはいえ、認められると判示して
いる（５０６ F. ２d, at ３８-３９）。また、Independent Broker-Dealers’Trade Association事
件判決は、ある「方針の一般的表明」が権限の範囲外（ultra vires）であるか否か
については、司法審査の対象となると判示している（４４２ F. ２d，at １４５）。
　本稿は、科学研究費補助金基盤研究（B）「商事法における会計基準の受容｣（平
成１９年度〜平成２２年度）（課題番号１９３３００１９）による研究成果の一部である。紙幅
の都合上、引用文献・参考文献のリストは、筑波ロー・ジャーナル１１号（２０１２年３
月刊行予定）掲載の｢商事法における会計基準の受容（１５）―アメリカ（３）｣の末
尾に掲げる予定である。
（ビジネス科学研究科教授）
５４
筑波法政第５１号（２０１１）
８９ Pacific Gas and Electric Company v. Federal Power Commission, ５０６ F. ２d ３３（D.C.Cir. 
１９７４） .
